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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第107期 

第２四半期連結 
累計期間 

第108期 
第２四半期連結 

累計期間 
第107期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年９月30日 

自平成29年４月１日 
至平成29年９月30日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

営業収益 （百万円） 10,683 12,909 23,066 

経常利益 （百万円） 2,049 2,723 3,611 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 1,747 2,227 3,078 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 39 4,167 △469 

純資産額 （百万円） 141,063 142,519 139,712 

総資産額 （百万円） 3,328,200 4,835,853 4,645,051 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 18.06 23.21 31.90 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 4.23 2.94 3.01 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 511,298 268,889 818,189 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △5,876 △2,630 △7,507 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △1,046 △1,365 △1,902 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 764,747 1,334,043 1,069,150 

 

回次
第107期

第２四半期連結
会計期間

第108期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自平成28年７月１日
至平成28年９月30日

自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 7.05 9.50 

 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３ 「株式給付信託（BBT）」が保有する当社株式を、「１株当たり四半期（当期）純利益金額」の算定上、期

中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また主要な関係会社に異動はありません。 

 

- 1 -

2017/11/13 12:08:47／17307510_日本証券金融株式会社_第２四半期報告書



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績

当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）の株式市場についてみますと、期

初18,983円で始まった日経平均株価は、北朝鮮を巡る地政学リスクの高まりなどから４月14日には当期間の最安値

となる18,335円まで下落しましたが、仏大統領選結果を好感して上昇に転じ６月上旬には約１年半ぶりに20,000円

の大台を回復しました。８月以降は、北朝鮮情勢懸念が再燃するなかで、９月上旬には19,200円台まで下落したも

のの、衆院解散報道や米国による追加利上げ期待などを背景としたドル高・円安推移を受けて上昇に転じ、９月25

日には約２年ぶりの高値となる20,397円まで上伸し、９月末は20,356円で取引を終えました。 

この期間における東京市場の制度信用取引買い残高をみますと、期初の２兆350億円台から漸減基調を辿り、５

月上旬には当期間のボトムとなる１兆8,000億円程度まで減少しましたが、その後は株価下落局面における個人投

資家による押し目買いから増加し、８月下旬には当期間のピークとなる２兆1,500億円台まで回復し、９月末は２

兆300億円台となりました。一方、期初に5,800億円台であった同売り残高は、４月中旬に当期間のボトムとなる

5,700億円台まで減少したものの、６月上旬の株価上昇局面において新規売りが見られたことから、7,700億円台ま

で増加しました。その後は、株価下落局面における利益確定の買戻しから、８月下旬には6,400億円台まで減少し

ましたが、９月下旬にかけては再び7,700億円台を回復し、９月末は7,300億円台となりました。 

このような株式市場の動向の下で、当第２四半期連結累計期間における当社グループの貸付金総残高（期中平

均）は5,367億円と前年同期比843億円の増加となりました。 

当第２四半期連結累計期間の連結営業収益は、貸借取引業務における有価証券貸付料が増加となったことなど

から、12,909百万円（前年同期比20.8％増）となりました。また、同営業費用は貸借取引および債券貸借取引にお

ける有価証券借入料が増加したことなどから6,518百万円（同32.8％増）となりました。なお、一般管理費はほぼ

前年同期並みの3,970百万円（同0.7％減）となりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の連結営業利益は2,420百万円（同36.2％増）、同経常利益は2,723百万

円（同32.8％増）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は2,227百万円（同27.4％増）となりました。 

 

次に当第２四半期連結累計期間における各セグメントの営業概況は以下のとおりです。 

①証券金融業 

貸借取引業務では、貸借取引貸付金が期中平均で3,138億円と前年同期比502億円増加したことから、貸付金利

息は増収となりました。また、貸借取引貸付有価証券が期中平均で3,738億円と前年同期比1,465億円増加し、貸株

料が増収となったことに加え、貸株超過銘柄にかかる品貸料も増加したことから、これらをあわせた有価証券貸付

料は増収となりました。この結果、当業務の営業収益は6,640百万円（前年同期比51.1％増）となりました。 

一般貸付業務では、個人・一般事業法人向け貸付および金融商品取引業者向け貸付がともに低調に推移し、当

業務の貸付金の期中平均は361億円と前年同期比113億円の減少となりました。一方、株式市況の回復に伴い、現金

担保付株券等貸借取引の利用は増加しました。この結果、当業務の営業収益は、414百万円（同9.4％減）となりま

した。 

有価証券貸付業務では、一般貸株部門が増収を確保したことに加え、債券営業部門において貸付残高の増加等

により大幅な増収となった結果、当業務の営業収益は2,242百万円（同14.5％増）となりました。 

その他の収益は、保有国債の利息収入が減少した一方で、保有投資信託の分配金等の収入が増加したことなど

から、1,794百万円（同2.4％増）となりました。 

 

②信託銀行業

信託銀行業務では、信託報酬が堅調に増加したものの、保有国債等の売却益が減少したほか、貸付金利の低下

に伴い貸付金利息が減収となったことなどから、当業務の営業収益は1,380百万円（同18.3％減）となりました。 

 

③不動産賃貸業 

不動産賃貸業務における営業収益は435百万円(同1.7％増)となりました。 
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は1,334,043百万円（前連結会計年度末比264,893百

万円増）となりました。 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

コールマネーの増加および有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による収入等により、268,889百万円の

流入超（前年同期間511,298百万円の流入超）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資有価証券の取得による支出等により、2,630百万円の流出超（前年同期間5,876百万円の流出超）となりま

した。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

配当金の支払および自己株式の取得による支出等により、1,365百万円の流出超（前年同期間1,046百万円の流

出超）となりました。 
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(3) 当社グループ業務別営業収益の状況

     
前年同期間 

（自 平成28年４月１日 
  至 平成28年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 

  至 平成29年９月30日） 

前連結会計年度（通期） 
（自 平成28年４月１日 

  至 平成29年３月31日） 

      金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 

証券金融業 8,563 80.2 11,092 85.9 19,407 84.1 

  貸借取引業務 4,395 41.1 6,640 51.4 10,721 46.5 

    貸借取引貸付金利息 840 7.9 1,000 7.7 1,694 7.3 

    借入有価証券代り金利息 305 2.9 587 4.6 887 3.8 

    有価証券貸付料 3,074 28.8 4,805 37.2 7,771 33.7 

  一般貸付業務 457 4.3 414 3.3 907 3.9 

  有価証券貸付業務 1,958 18.4 2,242 17.3 4,453 19.3 

    株券 487 4.6 508 3.9 941 4.1 

    債券 1,471 13.8 1,734 13.4 3,512 15.2 

  その他 1,752 16.4 1,794 13.9 3,325 14.4 

信託銀行業 1,690 15.8 1,380 10.7 2,792 12.1 

  貸付金利息 81 0.8 50 0.4 147 0.6 

  信託報酬 321 3.0 360 2.8 668 2.9 

  その他 1,288 12.1 970 7.5 1,977 8.6 

不動産賃貸業 428 4.0 435 3.4 865 3.8 

合計 10,683 100.0 12,909 100.0 23,066 100.0 

 

(4) 当社グループ貸付金の状況（平均残高）

 
前年同期間

 （自 平成28年４月１日
  至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
 （自 平成29年４月１日
  至 平成29年９月30日）

前連結会計年度（通期）
 （自 平成28年４月１日
  至 平成29年３月31日）

  金額(億円) 構成比(％) 金額(億円) 構成比(％) 金額(億円) 構成比(％)

 貸借取引貸付金 2,636 58.3 3,138 58.5 2,654 56.8 

 一般貸付金

 (うち一般信用ファイナンス)

475

(91) 

10.5

(2.0) 

361

(88)

6.7

(1.6)

448 

(95)

9.6 

(2.0) 

 信託銀行貸付金 1,337 29.5 1,863 34.7 1,499 32.1 

 その他 75 1.7 3 0.1 70 1.5 

 合計 4,524 100.0 5,367 100.0 4,672 100.0 

 （参考）

 貸借取引貸付有価証券
2,273 ― 3,738 ― 2,913 ―
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(5) 当社グループ貸付金の状況（期末残高）

 
前年同期間

 （自 平成28年４月１日
  至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
 （自 平成29年４月１日
  至 平成29年９月30日）

前連結会計年度（通期）
 （自 平成28年４月１日
  至 平成29年３月31日）

  金額(億円) 構成比(％) 金額(億円) 構成比(％) 金額(億円) 構成比(％)

 貸借取引貸付金 2,636 59.6 3,893 61.4 3,685 62.7

 一般貸付金

 (うち一般信用ファイナンス)

401 

(96) 

9.1 

(2.2) 

360 

(96) 

5.7

(1.5)

408

(113)

7.0

(1.9)

 信託銀行貸付金 1,306 29.6 2,040 32.1 1,763 30.0

 その他 75 1.7 50 0.8 20 0.3

 合計 4,420 100.0 6,344 100.0 5,877 100.0

 （参考）

 貸借取引貸付有価証券
2,846 ― 4,544 ― 3,936 ―

 

(6) 貸借取引金利・貸株料の推移

年月日（約定日） 貸借取引融資金利 貸株等代り金金利 貸株料

平成13年５月１日  0.60％  0.00％  ―

平成14年５月７日  0.60％  0.00％  0.40％

平成18年７月27日  0.74％（＋0.14％）  0.00％  0.40％

平成18年９月22日  0.86％（＋0.12％）  0.00％  0.40％

平成19年３月15日  1.02％（＋0.16％）  0.00％  0.40％

平成19年４月５日  1.11％（＋0.09％）  0.00％  0.40％

平成21年１月29日  0.97％（△0.14％）  0.00％  0.40％

平成22年11月22日  0.77％（△0.20％）  0.00％  0.40％

平成26年８月６日  0.64％（△0.13％）  0.00％  0.40％

平成28年３月９日  0.60％（△0.04％）  0.00％  0.40％

平成29年９月30日現在  0.60％  0.00％  0.40％

 

(7) 経営方針・経営戦略等 

 当第２四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(8) 対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(9) 研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）

（平成29年９月30日）

提出日現在 
発行数（株）

（平成29年11月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 100,000,000 100,000,000
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式

単元株式数 100株

計 100,000,000 100,000,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年  月  日
発行済株式 
総数増減数
（千株）

発行済株式 
総数残高
（千株）

資本金増減額 
 

（百万円）

資本金残高 
 

（百万円）

資本準備金 
増減額

（百万円）

資本準備金 
残高

（百万円）

 平成29年７月１日

～平成29年９月30日
－ 100,000 － 10,000 － 5,181
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（６）【大株主の状況】

    平成29年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有 
株式数 

（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 16,852 16.85 

公益財団法人資本市場振興財団 東京都中央区日本橋茅場町１－２－４ 4,810 4.81 

JP MORGAN CHASE BANK 385632 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業

部） 

25 BANK STREET, CANARY WHARF, 

LONDON, E14 5JP, UNITED KINGDOM 

（東京都港区港南２－15－１） 

4,784 4.78 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 4,536 4.53 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２－11－３ 2,604 2.60 

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 

505001 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業

部） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 

02101 U.S.A. 

（東京都港区港南２－15－１） 

2,348 2.34 

GOVERNMENT OF NORWAY 

（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ東

京支店） 

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO 

0107 NO 

（東京都新宿区新宿６－27－30） 

1,948 1.94 

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE IEDU UCITS 

CLIENTS NON LENDING 15PCT TREATY ACCOUNT 

（常任代理人 香港上海銀行 東京支店） 

50 BANK STREET CANARY WHARF 

LONDON E14 5NT, UK 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 

1,613 1.61 

資産管理サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１－８－12 1,493 1.49 

日本証券代行株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－４ 1,460 1.46 

計 － 42,451 42.45 

 （注）１ 上記のほか、自己株式が3,871千株あります。

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 16,852千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 2,604千株 

資産管理サービス信託銀行株式会社 1,493千株 

３ 平成29年３月23日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、ティー・ロウ・

プライス・インターナショナル・リミテッド他１名の共同保有者が平成29年３月15日現在で以下のとおり株

式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株

式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

氏名又は名称 住所 
所有 
株式数 
(千株) 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％) 

ティー・ロウ・プライス・インターナ

ショナル・リミテッド 

英国ロンドン市、EC4N4TZ、 

クイーンヴィクトリア・ストリート60 
5,145 5.15 

ティー・ロウ・プライス・アソシエイ

ツ，インク 

米国メリーランド州、20202、 

ボルチモア、イースト・プラット・ス

トリート100 

544 0.54 

計 － 5,689 5.69 

４ 平成29年７月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社みずほ

銀行他４名の共同保有者が平成29年６月27日現在で以下のとおり株式を所有している旨が記載されているも

のの、株式会社みずほ銀行を除き、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認

ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。
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なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

氏名又は名称 住所
所有 
株式数
(千株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 4,536 4.54

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１－５－１ 159 0.16

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 640 0.64

アセットマネジメントOne株式会社 東京都千代田区丸の内１－８－２ 4,019 4.02

アセットマネジメントOneインターナ

ショナル 

Mizuho House,

30 Old Bailey,London,EC4M,7AU,UK
227 0.23

計 － 9,583 9.58 

５ 平成29年８月18日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、野村證券株式会社他２名の共同

保有者が平成29年８月15日現在で以下のとおり株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め

ておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有 
株式数
(千株)

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－９－１ 542 0.54

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１－９－１ 1,000 1.00

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋１－12－１ 3,477 3.48

計 － 5,019 5.02
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   3,871,500 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式   95,848,400 958,484 同上

単元未満株式 普通株式    280,100 － －

発行済株式総数 100,000,000 － －

総株主の議決権 － 958,484 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、当社名義の貸借取引担保保有株式等が69,900株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」欄には、当社名義の貸借取引担保保有株式等にかかる議決権の数699個が含まれて

おりません。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、「株式給付信託（BBT）」に係る信託口が所有する株式627,700株

が含まれております。

３．「単元未満株式」欄の普通株式には自己株式43株が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋 

茅場町１－２－10
3,871,500 － 3,871,500 3.87

計 － 3,871,500 － 3,871,500 3.87

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

- 9 -

2017/11/13 12:08:47／17307510_日本証券金融株式会社_第２四半期報告書



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から

平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,076,761 1,339,661 

コールローン 33,000 80,000 

有価証券 238,498 218,001 

営業貸付金 587,752 634,457 

繰延税金資産 278 379 

借入有価証券代り金 1,930,722 1,666,706 

その他 75,682 64,929 

貸倒引当金 △254 △256 

流動資産合計 3,942,440 4,003,878 

固定資産    

有形固定資産 6,621 6,442 

無形固定資産 4,346 4,041 

投資その他の資産    

投資有価証券 690,208 819,957 

固定化営業債権 1,160 1,098 

その他 1,431 1,530 

貸倒引当金 △1,158 △1,096 

投資その他の資産合計 691,642 821,490 

固定資産合計 702,610 831,974 

資産合計 4,645,051 4,835,853 

負債の部    

流動負債    

コールマネー 626,898 963,206 

短期借入金 13,010 13,010 

1年内返済予定の長期借入金 － 1,000 

コマーシャル・ペーパー 185,000 263,000 

未払法人税等 387 481 

賞与引当金 534 534 

役員賞与引当金 67 － 

貸付有価証券代り金 2,492,578 2,244,111 

信託勘定借 1,095,054 1,108,001 

その他 63,908 75,414 

流動負債合計 4,477,440 4,668,760 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年９月30日) 

固定負債    

長期借入金 4,000 3,000 

繰延税金負債 9,410 10,208 

再評価に係る繰延税金負債 74 74 

役員退職慰労引当金 41 41 

役員株式給付引当金 51 44 

退職給付に係る負債 2,941 315 

資産除去債務 50 50 

デリバティブ債務 10,680 10,199 

その他 648 638 

固定負債合計 27,898 24,572 

負債合計 4,505,339 4,693,333 

純資産の部    

株主資本    

資本金 10,000 10,000 

資本剰余金 11,325 11,325 

利益剰余金 106,196 107,455 

自己株式 △2,207 △2,599 

株主資本合計 125,314 126,181 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 19,736 24,225 

繰延ヘッジ損益 △5,083 △7,581 

土地再評価差額金 168 168 

退職給付に係る調整累計額 △423 △473 

その他の包括利益累計額合計 14,397 16,337 

純資産合計 139,712 142,519 

負債純資産合計 4,645,051 4,835,853 

 

- 12 -

2017/11/13 12:08:47／17307510_日本証券金融株式会社_第２四半期報告書



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

営業収益    

貸付金利息 1,302 1,373 

借入有価証券代り金利息 508 893 

有価証券貸付料 4,881 6,783 

その他 3,990 3,859 

営業収益合計 10,683 12,909 

営業費用    

支払利息 559 664 

有価証券借入料 3,475 5,125 

その他 874 728 

営業費用合計 4,909 6,518 

営業総利益 5,774 6,391 

一般管理費 ※ 3,996 ※ 3,970 

営業利益 1,777 2,420 

営業外収益    

受取利息 114 113 

受取配当金 258 233 

償却債権取立益 4 1 

その他 40 16 

営業外収益合計 417 364 

営業外費用    

持分法による投資損失 143 57 

自己株式取得費用 1 4 

その他 0 0 

営業外費用合計 145 62 

経常利益 2,049 2,723 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 5 

特別利益合計 － 5 

特別損失    

投資有価証券売却損 － 2 

ゴルフ会員権売却損 2 － 

特別損失合計 2 2 

税金等調整前四半期純利益 2,047 2,726 

法人税、住民税及び事業税 297 481 

法人税等調整額 1 18 

法人税等合計 299 499 

四半期純利益 1,747 2,227 

非支配株主に帰属する四半期純利益 － － 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,747 2,227 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

四半期純利益 1,747 2,227 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △3,067 4,470 

繰延ヘッジ損益 1,399 △2,497 

退職給付に係る調整額 52 △59 

持分法適用会社に対する持分相当額 △92 26 

その他の包括利益合計 △1,708 1,940 

四半期包括利益 39 4,167 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 39 4,167 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 2,047 2,726 

減価償却費 299 682 

固定資産除売却損益（△は益） 2 0 

ゴルフ会員権売却損益（△は益） 2 － 

有価証券関係損益（△） △428 △250 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △360 △59 

賞与引当金の増減額（△は減少） 8 △0 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △76 △67 

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） － △7 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △44 △2,625 

受取利息及び受取配当金 △4,243 △4,588 

支払利息 559 664 

持分法による投資損益（△は益） 143 57 

営業貸付金の増減額（△は増加） 125,715 △46,705 

コールローン等の純増（△）減 － △47,000 

借入有価証券代り金の増減額（△は増加） △38,330 264,016 

コールマネー等の純増減（△） △256,100 336,307 

短期借入金の純増減（△） △185,000 － 

コマーシャル・ペーパーの純増減（△） △114,500 78,000 

貸付有価証券代り金の増減額（△は減少） 191,604 △248,466 

貸借取引担保金の純増減（△） 5,938 10,022 

長期借入金の純増減（△） 1,000 － 

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △9,762 △190,325 

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による

収入 
362,138 90,324 

その他 427,014 22,456 

小計 507,630 265,161 

利息及び配当金の受取額 4,481 4,649 

利息の支払額 △518 △554 

法人税等の支払額 △294 △367 

営業活動によるキャッシュ・フロー 511,298 268,889 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出 △7,654 △4,319 

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,848 1,793 

有形固定資産の取得による支出 △25 △20 

有形固定資産の売却による収入 － 5 

無形固定資産の取得による支出 △45 △89 

その他 0 0 

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,876 △2,630 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

配当金の支払額 △774 △968 

自己株式の取得による支出 △499 △396 

自己株式の処分による収入 267 － 

その他 △39 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,046 △1,365 

現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 504,375 264,893 

現金及び現金同等物の期首残高 260,371 1,069,150 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 764,747 ※ 1,334,043 
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【注記事項】

（追加情報）

（取締役等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

当社は、当社取締役（社外取締役を除きます。）及び執行役員（以下あわせて「取締役等」といいます。）の報酬

と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高め

ることを目的として、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下「本制

度」といいます。）を導入しております。 

 

１ 取引の概要 

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役等に対して、取締役会が

定める「役員株式給付規程」に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式

等」といいます。）が信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度です。

なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時とします。

 

２ 信託に残存する自社の株式 

本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。これにより、信託に残

存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）で純資産の部に自己株式として計上してお

ります。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度267百万円、640千株、当第２四半期連結会計期間

262百万円、627千株であります。 

 

（退職給付信託の設定） 

当社は、当第２四半期連結会計期間において、退職給付財政の更なる健全化を目的として、退職給付信託を設定

し、現金2,665百万円を拠出いたしました。これにより、退職給付に係る負債が同額減少しております。 

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自  平成28年４月１日 

  至  平成28年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成29年４月１日 

  至  平成29年９月30日） 

報酬給与等 1,366百万円 1,301百万円 

退職給付費用 228 176 

賞与引当金繰入 492 534 

事務計算費 637 264 

減価償却費 299 682 

貸倒引当金戻入 △69 △59 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年９月30日）

現金及び預金勘定 770,748百万円 1,339,661百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － △3,616

預入期間が３ヶ月を超える譲渡性預金 △6,001 △2,000

現金及び現金同等物 764,747 1,334,043
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１．配当金支払額
 

（決議） 株式の種類
配当金の
総額

１株当た
り配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 774百万円 ８円 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの
 

（決議） 株式の種類
配当金の
総額

１株当た
り配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年11月７日

取締役会
普通株式 775百万円 ８円 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金

（注）平成28年11月７日取締役会の決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」が保有する当社

株式に対する配当金５百万円が含まれております。
  

３．株主資本の金額の著しい変動 

当社は、平成28年５月12日開催の取締役会において、平成28年５月13日から平成29年３月22日にかけて、

取得する株式の総数2,000,000株、取得総額1,000百万円を上限に自己株式を取得することを決議し、平成28

年５月から平成28年９月にかけて500,000株を232百万円で取得しております。 

また、当社は、「株式給付信託（BBT）」制度の導入に伴い、平成28年７月29日開催の取締役会決議に基

づき、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）に対し、平成28年８月15日を払込期日として第三者

割当により自己株式640,000株を処分しております。

これらにより、当第２四半期連結累計期間において資本剰余金が145百万円減少、自己株式が87百万円増

加し、当第２四半期連結会計期間末において資本剰余金が11,325百万円、自己株式が2,140百万円となって

おります。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日） 

１．配当金支払額
 

（決議） 株式の種類
配当金の
総額

１株当た
り配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 968百万円 10円 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金

（注）平成29年６月23日定時株主総会の決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」が保有する

当社株式に対する配当金６百万円が含まれております。
 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 
 

（決議） 株式の種類
配当金の
総額

１株当た
り配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月６日

取締役会
普通株式 865百万円 ９円 平成29年９月30日 平成29年12月４日 利益剰余金

（注）平成29年11月６日取締役会の決議による配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」が保有する当社

株式に対する配当金５百万円が含まれております。
  

３．株主資本の金額の著しい変動 

当社は、平成29年５月11日開催の取締役会において、平成29年５月12日から平成30年３月16日にかけて、

取得する株式の総数1,500,000株、取得総額1,000百万円を上限に自己株式を取得することを決議し、平成29

年５月から平成29年９月にかけて700,000株を396百万円で取得しております。この取得などにより、当第２

四半期連結累計期間において自己株式が391百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において自己株式

が2,599百万円となっております。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円） 

  証券金融業 信託銀行業 不動産賃貸業 合計 

営業収益        

外部顧客への営業収益 8,563 1,690 428 10,683 

セグメント間の内部営業収益又は

振替高 
3 6 196 206 

計 8,567 1,697 624 10,889 

セグメント利益 1,705 293 328 2,327 

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の
主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 2,327

セグメント間取引消去 △134

持分法投資損失 △143

その他の調整額 －

四半期連結損益計算書の経常利益 2,049

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円） 

  証券金融業 信託銀行業 不動産賃貸業 合計 

営業収益        

外部顧客への営業収益 11,092 1,380 435 12,909 

セグメント間の内部営業収益又は

振替高 
1 1 196 199 

計 11,094 1,382 631 13,108 

セグメント利益 2,367 210 334 2,911 

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の
主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 2,911

セグメント間取引消去 △130

持分法投資損失 △57

その他の調整額 －

四半期連結損益計算書の経常利益 2,723
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（有価証券関係）

Ⅰ 前連結会計年度末（平成29年３月31日）

その他有価証券

  取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 5,307百万円 11,824百万円 6,516百万円

(2) 債券 872,814 〃 893,715 〃 20,900 〃

①国債・地方債等 630,557 〃 655,082 〃 24,524 〃

②社債 197,392 〃 197,558 〃 166 〃

③その他 44,864 〃 41,073 〃 △3,791 〃

(3) その他 4,911 〃 5,791 〃 880 〃

 計 883,033 〃 911,330 〃 28,297 〃

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 2,900百万円）、非上場ＲＥＩＴ（連結貸借対照表計上額 9,232百

万円）及び投資事業有限責任組合出資金（連結貸借対照表計上額 130百万円）については、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結会計期間末（平成29年９月30日）

その他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められます。

  取得原価 四半期連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 5,279百万円 13,873百万円 8,593百万円

(2) 債券 973,411 〃 998,266 〃 24,855 〃

①国債・地方債等 661,012 〃 685,060 〃 24,048 〃

②社債 287,189 〃 287,195 〃 5 〃

③その他 25,209 〃 26,010 〃 801 〃

(3) その他 5,434 〃 6,662 〃 1,227 〃

 計 984,125 〃 1,018,802 〃 34,676 〃

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額 2,913百万円）、非上場ＲＥＩＴ（連結貸借対照表計上額 11,013百

万円）及び投資事業有限責任組合出資金（連結貸借対照表計上額 195百万円）については、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。

 

（追加情報）

当社が保有する変動利付国債の評価については、「金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第25号（平成20年10月28日 企業会計基準委員会））に基づき、情報ベンダーから入手した価格

を合理的に算定された価額として適用しております。これは実際の売買事例が極めて少ない等の理由から市

場価格が公正な評価額を示していないと考えられるためであります。

なお、情報ベンダーの採用している理論値モデルは、フォワードレート・プライシング・モデルであり、

国債スポットレート及びスワップション・ボラティリティを価格決定変数としております。

 

- 19 -

2017/11/13 12:08:47／17307510_日本証券金融株式会社_第２四半期報告書



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 18円06銭 23円21銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
1,747 2,227

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
1,747 2,227

普通株式の期中平均株式数（千株） 96,746 95,920

（注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 「株式給付信託（BBT）」が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均株式

数の計算において控除する自己株式に含めております（前第２四半期連結累計期間164千株、当第２四半期連

結累計期間635千株）。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成29年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

１．中間配当による配当金の総額 …………………………… 865百万円

２．１株当たりの金額 ………………………………………… ９円00銭

３．支払請求の効力発生日及び支払開始日 ………………… 平成29年12月４日

（注）平成29年９月30日現在の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行います。

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年11月２日

日本証券金融株式会社 

取締役会 御中 

 

東陽監査法人 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 福田 光博  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 小林 弥   印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 後藤 秀洋  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本証券金融株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から

平成29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本証券金融株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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